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研修報告書
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	出張目的　転換期における精神医療と精神保健福祉　～新体系事業の移行と障害者制度改革のゆくえ～

	出 張 先　　チサンホテル＆コンファレンスセンター新潟

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【全体考察】

　今回の研修参加では、地域精神保健医療体制の構築体制と障害者福祉の課題や新体系事業への移行について、さらに平成25年8月から実施される予定の障害者総合福祉支援法の骨格提言についてタイムリーな内容を知ることが出来た。また、青山荘の新体系施設移行について、他の医療法人での生活訓練施設移行準備について具体的に参考となる説明を聞けたこと及び平成24年3月までの移行プランについて臨機応変に対応できる知識を取得できたことは大きなプラスであった。

　新体系事業所への移行につては、やはり自立訓練（生活訓練）の移行がベストとして考え、また、施設機能においては①日中生活訓練②宿泊型の生活訓練③居宅訪問での生活訓練とそれぞれのカテゴリにおいて今まで以上に精密で効果的な支援サービスの提供が必要となること、デイケアと共同したリハビリテーション、個別支援など具体的に検討していく必要がある。同時に、法人・Ｄｒ・利用者・他の医療機関への説明および宣伝も必要となり、安定した運営および費用対効果も意識しなければならないと考える。

　上記に留まることなく、今後の事業展開を現実検討することが必要であること、障害者自立支援法下の新体系施設の移行については、既に廃案となる法律へ向かっていることを踏まえ、移行＝満足するのではなく障害者総合福祉法で提案される地域支援、デイアクティビティセンターの機能保持、フレキシブルな対応による地域支援など、次の展開は目前に迫っているため同時進行で準備して行かなければならない。

　地域医療との連携については、今回の研修ではアウトリーチの必要性は理解できるものであったが、地域医療と地域福祉の連携または融合について具体的な説明がなかったため少し残念な結果となってしまった。しかし、今後、地域福祉との連携では、障害者の居宅訪問（居宅での生活訓練）において精神科医療が必要となるケースの発掘も予測される。高齢者包括支援センターでの困難ケースでは殆どの場合、何らかの精神疾患をもった家族が同居している場合において困難ケースとして取り上げられている事例があり、精神科医療機関との連携は必要不可欠な現状であることからケース連携についてもしっかりとした知識を保持しなければと考える。

1日目：基調講演

「我が国の精神保健医療改革の可能性と在るべき姿の実現に向けて」

　東京都立松沢病院　院長　岡崎　裕士　氏

　講師の岡崎氏は、これからの精神保健医療の方向性や取り組むべき活動について、厚生労働省の「新たなる地域精神保健医療体制の構築に向けたチーム」のメンバーとして、また、自らが代表を務める「こころの健康政策構想実現会議」にて取り組んでいる内容について説明した。内容説明においては、殆どが「こころの健康政策構想実現会議で」検討している内容で、厚生労働省の検討チームの説明と混同する内容も多々聞かれた。

　初めに、こころの健康政策構想実現会議発足の説明では、国立精神・神経医療研究センター総長の樋口先生を座長として平成20年より1年半余りをかけて行われた「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会」において、現在の精神保健医療福祉が置かれた状況と問題点を網羅的に明らかにし、早期治療の実現には精神科医療･保健システムの再編が必要であること、早期治療におけるアウトリーチ医療や認知行動療法、自殺予防など現実の精神保健医療の諸問題を、早く、根本的に、大胆に改革する提言をまとめようと考え構想会議発足に取りかかったと説明した。その後、平成22年4月、東京都立松沢病院にて構想会議発足式を開催。以後2ヶ月間、構想会議は精神疾患を有する当事者・家族の方々とともに、真剣な検討を行い、5月28日に厚生労働省大臣室にて、大臣に提言書を提出した。その後解散となるが、構想会議の議論のなかで、改革を実現するためには法律の制定が必要不可欠であるという結論に達したことから、構想会議の委員を中心に、精神保健医療改革を実現させ、「こころの健康保持および増進のための精神疾患対策基本法（仮称）」の制定を目指そうという意見が大きくなり、「こころの健康政策構想実現会議」を立ち上げることになったと説明した。次に、精神障害者の現状・現況概況の説明があった。

Ⅰ精神障害者の現状、現況概況

　精神科外来患者の状況として、気分障害の患者さんが増加している。原因としては、自殺の増加、高齢化により身体合併症の増加が挙げられる。

　入院については、長期入院者の増加（特に統合失調症）疾患別では、統合失調症患者が減少する一方、認知症患者が増加している。精神病床では、1年未満の入院期間について、新規入院患者と退院患者が同程度増加し、入院の短期化が進行している一方で、入院期間1年以上の長期入院患者では、その動態に大きな変化がみられていない。 今後、急性期医療の充実により新たに入院する患者の早期退院を促すとともに、地域における医療・福祉等の充実により新たな長期入院患者を生み出さないようにすることが課題。また、入院期間1年以上の長期入院患者について、どのように地域移行を進めその減少を図っていくかが課題。

→統合失調症患者を中心に地域生活への移行・支援を一層推進するとともに、認知症患者への入院医療のあり方の検討が必要。

　・65歳以上の高齢者の割合が増加しており、特に統合失調症患者で高齢化が顕著となっている。

　・高齢かつ長期化で地域移行が難しい。
　・社会的入院に陥りやすい、退院できない。諸外国に比べ、精神科病床の減少幅が小さく、数も多い。→調査を通して退院促進を実施して行く。

●精神保健医療体制の再構築

　・精神保健医療の水準の向上

　・地域医療の機能充実

　・疾患別（身体合併症・児童・思春期・依存症）医療に力を注ぐべき

　・対病療法・薬物療法

　・医療従事者の資質・技術の向上

　・研究　病気の実態や治療法について開発

●地域移行後の生活支援の強化

　・地域生活支援体制を強化　相談支援を24時間受け付ける

　・ケアマネジメントの強化

　・就労強化

　・住まいの確保

　・本人家族の視点に立った支援の実現→ピアサポートや家族支援の推進

●国民に対する普及啓発

　・学齢期の若年層に対する啓発

　・早期発見・早期治療

●「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会」改革案の課題

→福祉の具体策の目標設定がなされていない

Ⅱ　こころの健康政策構想実現会議

上記改革案をより具体的な目標を掲げて、検証のシステムをしっかりする。短期間で提言を作成し、提出する。当事者家族委員会への協力も求める。

この会議の提言が示しているもの→こころの危機的状況自殺、虐待、引きこもり、DV、不登校、いじめ、若年層の薬物乱用、各種依存症、職場におけるうつ など

・日本の自殺の増加→社会への経済的な影響

●5疾病5事業の中で、精神疾患が最も命と健康な生活を損なうもの

　→OECD諸国で精神疾患が代表的な病として取り上げられている。

●地域医療の体制の整備

　間口としてのクリニックと専門的に治療を行うクリニックに機能分化する必要がある。

　→クリニックの有用性の向上

●精神科患者や医療従事者を取り巻く社会的な環境

→配置基準（少ない人数でまわさなければならない）

→待遇（低賃金）

→精神科医療従事者の減少（特に都道府県の保健師：訪問業務）

→精神疾患患者が一般病棟に入院することが困難な状況

※従事者の減少により、地域の見守りの目が薄れ、地域保健が図られなくなってきている

●精神科医療のための予算の3/4は入院治療のために使われている

→患者の確保でしか医療機関は採算が取れず、地域住民の健康増進が図られていない状況にある

→イギリスのような地域住民の健康増進が図られるほど、医療機関や地域住民へメリットがフィードバックされるような構造もある

●入院医療から地域医療への転換

・危機解決総合治療チーム

・ACT

・早期治療チーム

→健康の危機への適切な対処

→精神保健の拡充

・医療の基本を地域医療へ転換し、医療・保健・福祉それぞれの分野の確立、機能の十全に取り組む

こと

・精神科医療従事者の待遇を一般職並みに

・地域保健の徹底→住民へのリテラシー

・チーム医療を行い、アウトリーチを行う

→治療計画を策定することにより、医師の出番を減らし、実際の診療時間を増やす

●改革の重点

・5疾病5事業化→5疾病6事業化にする。

→救急・災害・へき地利用・周産期・小児+（通所・訪問サービス）を含める取組

・精神関係予算大幅拡充（1.5倍以上に）する

・入院医療費を減らし、地域医療費を増やす

・病床を一般医療水準にする

・地域精神保健の強化　地域医療の包括化

・早期治療→医療の質の改善、入院数の減少

・地域生活支援施設の拡充

<考　　察>

　精神科医療の現状として病床数の削減のために、地域での受け皿の拡大とアウトリーチによる地域医療の包括化が必要と考える。また、包括支援として、アクトはどこまで入院医療をカバーできるのか未知数の部分と専門スタッフの育成も必要となることから現実的には多くの機関と専門職の連携が必要となる。私自身が精神科医療の現場での実績がなく、上記ついては資料参照での知識であるため、今回の講演は大変勉強となったが、アウトリーチを始めとする地域包括医療に関連する事業実施の財源問題など踏み込んだ内容でないために具体性に欠ける説明であったように考える。また、先述したように「厚生労働省主体の施策」か「こころの健康政策構想実現会議」での検討・取り組み事項なのか混同した説明により不完全さが残ってしまった。
1日目：パネル討論

テーマ「精神保健福祉と障害者制度改革のゆくえ」

パネリスト　　やどかりの里　常務理事　増田　一世　氏

　　　　　　　東京都立松沢病院　院長　岡崎　裕士　氏（特に説明なし）

パネル討論に先立ち、障害者制度改革推進会議総合福祉部会の構成員である、増田一世氏（やどかりの里常務理事）より、精神保健法、精神保健福祉法、障害者自立支援法と平成23年8月30日に障害者制度改革推進会議総合福祉部会がまとめた「障害者総合福祉法の骨格」に関してそれぞれの特徴的な障害者支援（精神障害者）の変化と今後の支援について、事業所の立場として考えなければならないポイントについて説明を受けた。

増田氏は、やどかりの里の事業運営と精神保健福祉法までの変遷をたどりながら、精神障害者を取り巻く法律と施策について話され、「やどかりの里」が事業を開始した当時は精神障害者が利用できる資源は殆どなく事業所単体で苦労しながら共に活動を続けてきた。また、「やどかりの里」の活動は埼玉県から法律違反との指摘まで受けた時代であったと説明。精神障害者の社会復帰または活動への理解については、昭和62年の精神保健法の制定（第2種社会福祉事業として事業が認められた）、平成5年施行の精神障害者グループホームの法制化、平成7年の精神保健福祉法による自立と社会参加の促進が明記され精神障害者が個々の活動ができる環境が拡大したことにより「やどかりの里」の運営も安定してきたと述べた。しかし平成18年10月制定の障害者自立支援法の強引な施行によって、精神障害者（身体・知的障害者を含む）の活動を制限する法律が施行されると今までに実施してきた事業の行く末と精神障害者個々の不安感を増幅する結果となり、法の基での支援活動も後退する結果となったと話された。その後、障害者自立支援法訴訟団（原告71名）による障害者自立支援法違憲訴訟は、国（厚生労働省）による話し合い解決の呼びかけに応じ、国が今後の障害福祉施策を、障害のある当事者が社会の対等な一員として安心して暮らすこのとできるよう最善を尽くすことを約束したために基本合意に至った経緯を話された。平成22年12月に閣議決定された障害者自立支援法の改正（つなぎ法案）について、具体的に触れなかったが障害者自立支援法から、基本合意（和解内容）にて提示した内容を踏まえ障害者総合福祉法につないだ経緯については以下の説明があった。

平成23年8月30日の障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言については、平成21年当時の厚生労働大臣である長妻大臣へ当事者・家族・各団体が一丸となって自立支援法の廃止を訴え今日に至った経緯と、障害福祉法の骨格提言の基礎となった2つの指針、平成18年に国連が採択した「障害者権利条約」と基本合意（和解内容）の内容を踏まえて検討してきた。主な検討事項として、１．法の理念・目的・範囲　２．障害（者）の範囲３．選択と決定（支給決定）４．支援（サービス）体系５．地域移行６．地域生活の資源整備　７．利用者負担８．相談支援９．権利擁護　10．報酬と人材確保について検討したことにより骨格提言をまとめた。特に、応益負担を原則とする現行の障害者自立支援法を廃止し、制度の谷間のない支援の提供、個々のニーズに基づいた地域生活支援体系の整備等を図り、平成24年に国会への上程、25年8月までの施行を目指すと説明した。また、介護保険との関係について触れて、障害者自立支援法は将来的に介護保険との統合を予定して策定され、そのために応益負担、障害程度区分、日額制、常勤換算などが障害者福祉に持ち込まれた。その結果、障害者の人間としての尊厳を深く傷つけることとなり、この反省から政府は障害者自立支援法の廃止と新たな総合的な福祉法制の実施を約束した。今後、別個の法体系として制度設計され、尚且つ障害者総合福祉法のサービスと介護保険のサービスを選択・併用できるようにすることも視野に含め、今後さらに検討を進めることが期待されると話された。

次に、推進会議の委員として、障害者基本法の改正案に携わったことに触れ、平成23年8月に各都道府県、政令都市市長宛に出発された「障害者基本法の一部を改正する法律の公布・施行」から、障害の定義の部分で、身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む）の3障害に”心身の機能の障害があるものであって障害および社会的障壁によって継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの”が含まれたことは、前進した部分である。その他、障害者政策委員会の設置として、「障害者基本計画の実施状況を監視し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣を通じて関係大臣に勧告すること」、「勧告に基づき講じた施策について政策委員会に報告しなければならない」の条文が記載されたことで、障害者基本法の改正が障害者総合福祉法の国会上程に向けて後押しをしたと説明した。障害者差別禁止法については、部会で作業を進めており平成25年に制定予定であると説明。総合福祉法がめざすべき6つのポイントについては推進会議の見解で説明した。

【１】障害のない市民との平等と公平
障害は誰にでも起こりうるという前提に立ち、障害があっても平等性と公平性の確保が何よりの条件となることを前提として、障害者総合福祉法がこれを裏打ちし、障害者にとって、そして障害のない市民にとっても新たな社会の到来を実感できるものとする。
【２】谷間や空白の解消
障害の種類によっては、障害者福祉施策を受けられない人もいるが制度の谷間をなくし、障害の種別間の谷間や制度間の空白の解消を図っていく。
【３】格差の是正
　障害者のための住まいや働く場、人による支えなどの環境は、地方自治体の財政事情などによって、質量ともに大きく異なっているが、どこに暮らしを築いても一定の水準の支援が受けられるよう地方自治体間の限度を超えるような、合理性を欠くような格差についての是正をめざす。
【４】放置できない社会問題の解決
わが国では依然として多くの精神障害者が「社会的入院」を続け、知的や重複の障害者等が地域での支援不足による長期施設入所を余儀なくされている。これらを解決するために地域での支援体制を確立するとともに、効果的な地域移行プログラムを実施する。
【５】本人のニーズにあった支援サービス
　障害の種類や程度、年齢、性別などによって、個々のニーズや支援の水準は一様ではない。個々の障害とニーズが尊重されるような新たな支援サービスの決定システム、また、支援サービスを決定するときに、本人の希望や意思が表明でき、それが尊重される仕組みが求められる。
【６】安定した予算の確保
　制度を実質化させていくためには財政面の裏打ちが絶対的な条件となる。現在の国・地方の財政状況はきわめて深刻であるため、障害者福祉予算を確保するためには、給付・負担の透明性、納得性、優先順位を明らかにしながら、当面の課題としては、OECD加盟国における平均並みを確保する。これによって、現状よりはるかに安定した財政基盤を図ることができる。
　

次に、支給決定および支援（サービス）体系について説明があり、支援体系のうち就労支援、日中活動支援、居住支援について説明があった。

　支給決定については、新たな仕組みとして、障害程度区分は使わずに支給決定をする。

新たな支給決定については、障害者本人、家族の意向やその人が望む暮らし方を最大限尊重することを基本とする。また、個別事情に即した必要十分な支給量が保障される。申請から支給決定まで

支援ガイドラインは一定程度の標準化が図られ、透明性があること必要とされる。

【就労支援】

全国共通の仕組みで提供される支援として、障害者総合福祉法での就労支援として位置づけ
1．障害のある人への就労支援の仕組みとして、「障害者就労センター」と「デイアクティビティセンター」（作業活動支援部門）を創設する。
1）社会的雇用等多様な働き方についての試行事業（パイロットスタディ）を実施し、障害者総合福祉法施行後3年をめどにこれを検証する。その結果を踏まえ障害者の就労支援の仕組みについて、関係者と十分に協議していく。

　→「障害者就労センター」は障害者が必要な支援を受けながら働く場であり、障害者総合福祉法の下で実施される。そこで就労する障害者には、一人ひとりの労働実態等に応じて労働法を全面適用または部分適用する。また、同センターで就労する障害者のうち、一般就労・自営を希望する者については、ハローワークなど労働関係機関などと密接に協力・連携し、一般就労・自営への移行支援および移行後のフォローアップ支援を積極的に行う。利用期間には、期限を設けない。また、利用料の徴収はしない。なお、障害者就労センターの創設に当たっては、労働法を適用することが適切ではない人が働く場を失うことのないよう十分な配慮を行う。
　→「デイアクティビティセンター（作業活動支援部門）」は就労の場であるので、利者に工賃を支払う。作業活動による収入を高めるため、「障害者就労センター」と同様の事業振興策の構築を行う。就労を主目的とした場ではないため、労働法の適用はない。利用者の生活費は、基本的には障害基礎年金や障害者手当などの所得保障制度でカバーする。また、同センター（作業活動支援部門）を利用する障害者のうち、一般就労・自営、あるいは、「障害者就労センター」への移行を希望する者については、その移行支援および移行後のフォローアップ支援を積極的に行う。「障害者就労センター」同様、利用期間の期限はなく、利用料も徴収しない。
　
【日中活動等支援】
　デイアクティビティセンターでは、作業活動支援、文化・創作活動支援、自立支援（生活訓練・機能訓練）、社会参加支援、居場所機能等の多様な社会参加活動を展開する。また、医療的ケアを必要とする人等が利用できるような濃厚な支援体制を整備するなど、利用者との信頼関係に基づく支援の質を確保するための必要な措置を講じる。
→　障害者自立支援法に基づく生活介護や自立訓練、地域活動支援センター等の機能を果たすとともに、作業活動支援の場としてデイアクティビティセンターを創設し、よりシンプルな支援体系とする。個別給付の利点を活かして、個々人の必要に応じた支援に対する支給決定に基づく個別支援計画で、多様な要望に応えられるよう、日中活動プログラムを提供する。
　
【居住支援】グループホーム・ケアホームの制度
今後。グループホームとケアホームをグルーホームに一本化する。グループホームの定員規模は家庭的な環境として4～5人を上限規模とすることを原則とし、提供する支援は、住まいと基本的な日常生活上の支援とする。
→障害者総合福祉法におけるグループホームは多様な住まい方支援の一つであることから、他の在宅障害者と同様に、居宅介護等の個別支援を併給できるようにする。今後、高齢、重度・重複障害、医療的ケアや行動障害など様々なニーズのある人たちの利用が多くなることが想定され、介助等個別支援を必要とするそれらの人たちに対して、居宅介護等を活用することで、地域での自立生活が可能となる。また、それらの人たちも利用できるようハード面での整備を推進するとともに、職員の夜間常駐、休日の日中支援、医療的ケアの実施が可能となるよう、報酬、運営基準、人員配置の見直しを図る必要がある。したがって、グループホームでの支援をグループホームの機能として全てを包括せず、最低限機能を備えつつ、それ以外のパーソナルな支援はオプションとして、利用できるようにすることが適切である。これらの関係を整理、検討し、生活支援体制を確保することが必要である。
→　一般住宅やグループホームへの家賃補助、住宅手当として、収入が低い障害者の地域移行を可能とするため、生活保護と同様に、障害者の基礎年金に住宅手当が上積みされることが望ましい。それぞれの住宅の状況を踏まえると一律の金額とはせず、一定の範囲内の家賃に応じて住宅手当を支給するのが現実的であり、また社会の理解も得やすい。
　<考　察>

　パネル討論では、骨子案に対する具他的な説明を求める声があり、討論会というよりは、骨子案の読み合わせ説明会となった。講師からは、具体的な内容については、今後検討されるとの返答であり、新体系移行する事業者にとっては、自立支援法の次の枠組み説明であったため会場全体に不完全さが漂った。また、医療との連携も含めたパネル討論であったが、アウトリーチの説明のみで、今後、どのような連携が図れるのか具体的な説明がなく残念な結果で終了した感がある。

骨子内容については、現状の自立支援法より、障害者が地域で安心して暮らせるよう、また自立した生活や経済活動への参加、本人が望む生活支援や相談支援が求められるよう制度設計がされていると考える。また、医療の分野においては福祉サービスと連携しつつ、地域の身近なところで必要な通院医療や訪問診療を受けられるような設置が今後どのように進むのか気になる点ではあるが、地域福祉サービスと地域医療の連携には、専門職員の関与が必要不可欠となるため、ＰＳＷとしての質を高めて行かなければと考える。

その他、精神障害者が調子を崩したとき、家族との関係が一時的に悪化したとき等に、入所・入院ではなく精神障害者自身の選択及び医学的判断で利用可能なドロップインセンター（自立訓練等の提供とともに、安心して駆け込み、身をおける居場所としての機能も併せ持つシェルター）として、必要時にすぐに使えるレスパイトやショートステイが必要である。今後青山荘も上記のようなサービス機能を持つ事業所への移行が求められると考える。
２日目：新体系事業に向けた実践報告

①「就労移行支援等の新体系事業の実践から見えたこと」

　社団法人やどかりの里常務　理事　増田一世　氏

　やどかりの里の常務理事兼労働支援活動を担当されている増田氏は、やどかりの里の組織図を基に就労支援事業の新体系事業への移行について説明された。内容的には、利用者本位の事業移行が基本であることの説明であり、事業収益に捉われない移行計画をしなければならないと説明した。

　やどかりの里の組織図は、①相談支援・生活支援活動②労働支援活動が主となっており、その他セルフヘルプネットワーク協議会（当事者活動）、特別委員会（援護寮拡張推進委員会）となっている。就労系の事業は、作業所が7ヶ所あったが事業内容を勘案して事業所統合を図り全て新体系施設へ移行しているとのこと。移行前は、利用者の不安が多く（自立支援法による応益負担）法人側として、利用者の生活、経済面、活動性を十分に配慮した内容で移行検討会議を重ねた。結果的には、小規模作業所（地域活動支援3型）が就労継続B型事業へ移行、小規模通所授産施設が就労移行支援・就労継続支援B型へ移行したことにより、それぞれの事業所の収益は増幅した。また、法の下での事業所として認可を受けたことにより職員の士気は高まり、業務へのモチベーションも維持しているとのこと。利用者にも個別相談と移行後の収支について十分な説明をしていたことで混乱はなかったと説明された。

　現在は、福祉工場を就労継続A型への移行準備中であるとのこと。そこでの問題点について触れ、福祉工場は利用者に最低賃金を支払う事業所として、事業所と利用者の雇用契約であったのに対して、就労継続A型は最低賃金を支払う事業所として認可基準があるものの雇用契約ではなく利用契約となるために、就労しているというよりサービス事業所を利用している感が強く、障害者就労の意欲を後退させる内容であると指摘した。障害者就労ついては、国が障害者雇用の施策に積極的な取り組みをしているさなかで、利用契約となることは働く障害者のモチベーションを下げる形になり一般就労までの達成動機は維持されず、さらには一般企業との架け橋となる就労サービス事業所の契約が、雇用契約とならないことは大きな問題点であり、現在やどかりの里の重要課題と説明した。

　次に、やどかりの里が、障害者自立支援法の矛盾にどう対応してきたか説明があった。

①徹底的な情報共有　→どこに矛盾があるのか確認した

②やどかりの里で働く障害のある人の実態とニーズの把握を行った

③法人の理念の確認（1人1人が主人公）

④障害者自立支援法反対運度への参画

⑤労働支援会議で働く場の全体像の確認と各事業所の方針の確認。移行を急がない、守りではなく活動を前進させる方向での移行、就労支援室の創設

⑥無認可小規模作業所から就労継続B型へ

⑦事業基盤の確立のための移転や改装

⑧業務内容の検討→より収益性のある事業所へ

⑨土地の購入、移転新築

⑩利用料問題への対応

　最後に、やどかりの里の実践から社会支援雇用を考えると①人生の生き方の回復を目指すマイナスからプラスへ（疾病の治療、障害の克服の視点からの転換）②1人1人の回復や体調・希望に沿った人間らしい仕事の開拓として支援を受けつつ、相談しながら働く・オーダーメイドの勤務体制を構築する③地域の人に役立つ仕事づくりとして、地域のニーズに沿った仕事起こしを地域の人と協働で行い、今後もやどかりの里の方針を変えずに障害者就労、雇用に取り組んで行くと説明された。

②「生活訓練施設の新体系事業の移行に向けた取組」
医療法人精光会　理事・法人本部長　松岡　大介　氏

　研修参加の約5割の参加者が生活訓練施設の職員であることから、松岡氏は生活訓練施設の新体系移行にあたり、精光会の生活訓練施設「悠々」が新体系施設移行に向けて取り組んだ課題と現在のプログラム等具体的に説明していただいた。

　松岡氏が勤務される医療法人は、生活訓練施設の他に地域生活支援センター（相談支援事業・活動支援センターⅠ型事業）、福祉ホームを併設しており、平成18年10月からの移行として、支援センターを新体系施設へ移行。平成22年には、福祉ホームを共同生活介護（ケアホーム）へ移行した後、平成22年4月に生活訓練施設を新体系へ移行したとのこと。生活訓練施設が法人最後の施設移行となった理由として、移行最終年度の補助金の不確定さを懸念したこと（国県の財政事情）、移行した全国の結果を調査した、特に問題となった部分として、生活訓練施設の機能や、施設理念としては、入所する精神障害者に対して、365日24時間の支援をしてきた実績と施設機能を踏まえ自立支援のサービス事業所に移行することが出来ず、最後まで残ったとのこと。

また、松岡氏が全ての施設において、新体系施設移行の事業申請担当しているために順番に移行する形になってしまったとの内部的な理由もあるが、精神保健福祉法に基づく地域生活支援センター事業は、自立支援法が施行された初年度において平成18年12月までに強制的に移行せざるを得なく（共同生活援助：グループホーム同様）次に福祉ホームは、特に日中活動でのサービス提供を考えず住居のみのサービスであったために移行が容易であったことを挙げている。さらに、利用者の障害程度区分調査をした結果、区分2の判定を受けた利用者が多く、共同生活援助（グループホーム）から共同生活介護（ケアホーム）への移行を決定したとのこと。その結果、スタッフ配置は増えたが、収入面で大幅にアップして事業運営が安定するという結果をもたらし複雑な一面もあると説明した。スタッフは、運営費からサービス提供事業所へ移行した結果について、収入増となったことで施設の質を問われる業務を個々がしっかりと遂行しなければならないとモチベーションも上がっていることを踏まえれば、移行した良い例であると説明された。

　最後に移行した生活訓練施設は、前記したように移行プランが複雑であること、勤務するスタッフ個々が移行準備内容について理解することが必要であった。また、法人スタッフ及び利用者・家族・行政機関等に自立訓練（生活訓練）のサービス事業所の内容説明ができることを必須とするために、関係法律・報酬や人員配置に関する専門書を配布して個々に勉強させたとのこと。その結果、移行に当たって必要な準備と話し合い、利用者の自立支援給付申請手続き、移行後に必要となるプログラム、各種書式の準備を役割分担することでスムーズに移行することができたとのこと。移行準備に必要な考え方、進め方については以下に記載の通り。

1.移行先を法人内でどのように決めるか

①自立支援法の5本の大きな柱・理念として

1）障害者施策を3障害一元化

2）利用者本意のサービス体系に再編成

3）就労支援の抜本的強化

4）支給決定の透明化

5）安定的な財源の確保

②法人内の基本的な考え

1）理念（やりたいこと＋社会的ニーズ）→調査・分析が必要

2）人を増やすか減らす。　　　　　　　→人材・分割

3）既存施設はどう出来る。　　　　　　→敷地問題・円滑施行特別対策の利用

4）損益分岐点。　　　　　　　　　　　→2）3）を踏まえて成立させるには

③全国調査より

1）利用者とサービス提供者のギャップは何か具体的に検討することが必要

2）夜間体制のあり方について→24時間支援でないために、宿泊型の生活訓練を含める

3）事業収支が黒字になるかが心配→利用者対象者の把握。利用者=お金と見ないこと

上記①②③より生活訓練施設から新体系事業所のイメージ（どのような機能で移行するか？）

◇生活訓練施設で実施してきた内容

1）夜間訓練の必要性→まずは居宅機能が必要

2）継続的・連続的支援

3）地域移行の最大の資源（退院促進との連携）→施設利用者の増加

◇病院から地域へ・アパート自宅での地域生活継続サポート

1）先ずは居宅機能　　「・日中は別の場所へ・個別のアセスメント」

2）継続的・連続的支援「自立訓練（生活訓練）外部からの通所ＯＫ・デイケアとの利用可」

3）地域移行の最大の資源「短期滞在（本人都合の利用、家族の静養）

結　果　→生活訓練施設「悠々」は、新体系施設として、自立訓練（生活訓練）の①宿泊型訓練

　　　　　②日中通所訓練③居宅訪問による生活訓練を選択した。

※自立訓練（生活訓練①②③）の選択理由

1）24時間365日の支援が必要である

2）生活訓練施設移行に関わる全国調査研究に基づき選択

3）利用者様のニーズを聞いて

4）職員のヒアリングを基に計画

5）障害者基本計画策定委員会の調査

6）地域の資源分析を考え選択した

7）費用対効果の検討をした

2.移行スケジュールの作成

　①基本計画立案（期間：3ヵ月）

　②事業計画立案（期間：2カ月）

　③利用者募集　（期間：2カ月事業開始前）

　④利用者・ご家族説明（市町村）

　

3.何をどのように準備するのか

①移行のための基本計画、フォローチャートを作成

②法人内新事業の説明、利用者・ご家族説明

（一割負担、自立医療、生活保護、食費、利用料等）

③人員配置収支現実検討移行に関わる役割分担、職員研修

④市町村・利用者・家族への新事業説明

⑤運営規程・重要事項説明書の作成、各種書式作成

⑥事業所のパンフレット作成・プログラム作成・認可届け作成

⑦補正予算・監査準備調査

⑧請求システム訓練、許認可各種検査

⑨オープン・契約

4.移行時に発生する全業務領域

　①直接支援体制業務領域→支援内容作成、プログラム支援、入寮支援

　②経理管理業務領域　　→契約・経理・請求

　③移行時支援業務領域　→事業申請・広報・職員研修

※通常業務と移行業務のボリュームを検討し職員に作業工程を明示する

　移行に必要な」予算書補正予算を作成（人件費・備品費）

　自立支援法移行に伴う事務処理要綱の作成

5.関わり方の意識改革

①サービス管理責任者

　　サービスの調整＝給付管理＝担当者の処遇チェック教育＝全体支援会議

②管理者

　　人事労務管理・施設維持管理・経理請求管理・施設長・監査届出　等

③スタッフ

　　事務処理・記録の適正化の意識、無駄の排除、真剣に個別支援計画と向き合う覚悟を持つ

④法人

　　通常で4000万円は可能、補助金時代より費用対効果を十分意識する

6・移行事例生活訓練施設「悠々」

平成21年度平均利用者数

①自立訓練（生活訓練）定員：20名

②宿泊型自立訓練　　　定員：18名

必要人数算出

①自立訓練（生活訓練）

生活支援員20/6＝3.3人　3.3人*90％＝2.9人

②宿泊型自立訓練

生活支援員18/10＝1.8人　1.8人*90％＝1.6人

③地域移行支援員

生活支援員18/15＝1.2人　1.2人*90％＝1人

	
	職種
	人数

	管理

（兼務可）
	管理者
	1名

	
	サビ管
	1名

	自立訓練

（生活訓練）
	生活支援員
	2.9名

	
	訪問支援員
	1名

	宿泊型

　自立訓練
	生活支援員
	1.6名

	
	地域移行支援員
	1名

	
	合計
	8名（7名）


7・新体系移行（その他）
　①平成24年報酬体系が下がることについて（10割保障なしになる見込み）その後の利用者

　　予定について。　→地域に住んでいただくために必要なこと

1）家族との調整を図る、施設の検討もする、社会資源を開発する

②家族委員会（家族支援）

1）支援員→家族へ・家族→支援員へのアプローチの確認（回数と内容）

2）積極的に家族支援を行う→家族教室の開催回数を増やす

③夜間救急時の対応について

1）宿直制を導入（平成12年の開設時より実施している）

・法人職員の応援で365日実施・2名体制での実施＋ケアホーム宿直加算を取っている

2）法人病院との協力体制

3）法人全体オンコール体制及び一括メール送信

4）自動通報装置

8・移行結果と考察（90点）

1 移行は成功した＝苦情はなかった→暫定支給の在り方や宿泊型の限界、利用期限問題　等

2 利用率・回転率の問題→入所判定期間の短縮・退所支援のスピード感を効率化した

3 日中サービスの整理と役割分担が必要→生活訓練・医療デイケア・地域活動支援センター

市町村。他のサービスとの併用（それぞれに担当者を配置して対応した）

4 次の移行に向けての情報収集

9・まとめ

1 資源をなくさない　　　　　　→利用者が困らないようにする

2 ニーズにあった事業展開　　　→多くの方にご利用いただく

3 得意なことを行う　　　　　　→事業開始時のリスクを最小限にする

4 フレキシブルに考える　　　　→まずは移行、その後の展開を読む

5 事業として考える　　　　　　→収益があり且つ満足度が高い

6 十分な説明を行う　　　　　　→法人・職員・市町村・利用者・家族

7 専門職の配置を行う　　　　　→後でつけが回らないようにする

<考　察>

　「やどかりの里」の新体系移行に向けた実践報告では、法的根拠の具体的な分析や他の機関とのつながり特に医療とのつながりについては全く触れていないことが気になる。講師は「こころの健康政策構想実現会議」の構成員であり、松沢病院院長とも十分に地域精神科医療の面で様々な政策を打ち出し、検討されている人であるが、新体系施設移行の実践報告としては、利用者の主体性、自尊心や利用したいサービスを優先した結果の移行を強調したのみで、逆に地域でのリハビリテーション効果や外来通院等の医療とのつながり等の説明がないことで他との連携の少なさ、自立支援法の根拠に基づいた移行計画は具体的でないと思われる。移行計画の実施にあたり利用者ニーズ、自尊心を大切に捉える考えは賛同できるが、これまでの事業運営の実績が移行計画において最大の根拠として説明していたよう思われ、地域において独占企業となってしまった故に、あまりにも利用者主体を押し付けるようで、他の法人、事業者では全部が参考にできる部分は少ないと考える。

　また、自立支援法の反対運動への参画など、やどかりの里の実践活動は正論として理解できるが、一方では、小規模作業所からサービス事業所への移行によって増幅した収入と事業が安定したことによる今後の展開（事業拡大）については、報告説明のみで費用対効果についても踏み込んだ説明が欲しかった。会場から同様の質問が出たが、やはり新体系施設移行の効果については具体的な説明ではなく、とにかく利用者のニーズがどこにあるのかを探るべきとの回答には、精神障害者の地域支援においては生活モデルが活動の根幹であると理解できる。

　次に生活訓練施設の新体系事業の移行に向けた取組についての実践報告であるが、こちらは講師の説明テンポ、同じ医療法人運営の生活訓練施設の具体的な移行手順を説明してたいただいたことで、細部まで共感するべき点が多く大変参考となった。特に生活訓練施設が実施してきた365日24時間の施設支援・援助が自立支援法のサービス事業所では継続するべきサービスがないことスタッフのジレンマや方向性のゆがみの中で生活訓練施設のあるべき姿については、新体系事業所移行に向けた取り組みが具体的となった。さらに、現在進行している移行プランが今回の説明で同じように説明されたことで自信を深めた気持ちになった。平成24年3月まで、期間は少ないが今回の説明を参考にしながら移行計画を遂行していくと同時に、平成25年8月の総合福祉法のスタートまで将来像を踏まえたフレキシブルな取り組みが必要になると考える。
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